別記様式第２号（第５条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【原則的な措置】
高山市新型コロナウイルス対策勤労者休業支援事業補助金交付申請額計算書
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業所名
	

	⑴　支援金・給付金の対象として申請する期間
	令和　　年　　月　　日～　　日

	①
日間

	⑵　⑴の期間のうち４時間以上就労等した日数
	②
日間

	⑶　⑴の期間のうち４時間未満就労等した日数
	③
日間

	⑷　⑶の日数のうち事業主から一部時間単位で休業を命じられた日数
	④
日間

	⑸　支給日数　〔①－｛②＋（③－④）＋（④×１／２）｝〕
	⑤
日間

	⑹　休業前賃金額（　　　　年　　月分）
	⑥
円

	⑺　休業前賃金額（　　　　年　　月分）
	⑦
円

	⑻　休業前賃金額（　　　　年　　月分）
	⑧
円

	⑼　日数
※休業前賃金額が３か月分ある場合は９０日、２か月分の場合は６０日、１か月分の場合は３０日を記載
	⑨
日

	⑽　平均賃金日額
※小数点以下の端数がある場合は、切り捨てること。
	⑩（（⑥＋⑦＋⑧）／⑨）
円

	⑾　支援金・給付金単価
※計算式は、記載要領６を確認すること。
※小数点以下の端数がある場合は、切り捨てること。
※上限日額（※　　　　　円）を超える場合は当該上限日額
	⑪（⑩×　　　）
円

	⑿　国の支給額
※小数点以下の端数がある場合は、切り捨てること。
	⑫（⑪×⑤）
円

	⒀　補助額
※小数点以下の端数がある場合は、切り捨てること。
	⑬（（⑩－⑪）×⑤）
円


※　地域特例に該当しない場合において、⑾支援金・給付金単価の⑪欄が上限日額（※　　　
　　　　円）となるときは補助しない。
（記載要領）
　１　⑴欄には、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金休業支援金・給付金支給申請書（以下「国の支給申請書」という。）における「８　支援金・給付金の対象として申請する期間」欄に記載された申請期間のうち、いずれか一月の期間を記載すること。（※一月ごとに作成）
　２　⑵欄には、国の支給申請書における「９　８の期間のうち休業事業所で４時間以上就労等した日数」欄で、⑴欄の期間に対応した日数があれば記載すること。
　３　⑶欄には、国の支給申請書における「１０　８の期間のうち休業事業所で４時間未満就労等した日数」欄で、⑴欄の期間に対応した日数があれば記載すること。
　４　⑷欄には、国の支給申請書における「１１　１０の報告日のうち事業主から一部時間単位で休業を命じられた日数」欄で、⑴欄の期間に対応した日数があれば記載すること。
　５　⑹～⑻欄には、国の支給申請書における「１２　休業前賃金額」の①～③欄に記載された時期と金額をそれぞれ記載すること。
　６　⑪欄は、「⑩×０．８」で計算すること。ただし、申請者が大企業の非正規雇用労働者で、かつ、⑴欄が令和２年４月１日から令和２年６月３０日までの期間を含む場合は、「⑩×０．６」で計算すること。
　※　上限日額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を用いて計算すること。

　　⑴　⑴欄の期間の初日が令和３年５月～１２月に含まれる場合　９，９００円
　　⑵　⑴欄の期間の初日が令和４年１月～７月に含まれる場合　　８，２６５円
　⑶　⑴欄の期間の初日が令和４年８月～９月に含まれる場合　　８，３５５円
